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I 重要指標の収集・分析
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１. 感染症陽性者の発生状況

〇 世界の新型コロナ感染症新規陽性者数は、令和3（2021）年7月5日時点で累計約1.8億人。

〇 令和2（2020）年春頃からアメリカやヨーロッパで増加しはじめ、年末から令和3（2021）年
にかけて急増したものの、徐々に陽性者数は減少。

〇 一方、南及び東南アジアでは令和2（2020）年秋頃に、一時、増加したものの、減少で推移
してきたが、令和3（2021）年5月頃に爆発的に増加。

資料：WHO COVID-19 Explorer2021年7月5日時点

新
規
陽
性
者
数
(
１
日
当
た
り
)

アフリカ地域（南アフリカ,ケニア等）

東地中海地域（エジプト,イラン,イラク等）

ヨーロッパ地域（イギリス,フランス,ギリシャ等）

南及び東南アジア地域（タイ,インドネシア,インド等）

西大平洋地域（日本,中国,オーストラリア等）

その他の地域

アメリカ地域（アメリカ,キューバ,ブラジル等）

新規陽性者数総数

2020 2021

①-1．世界の発生状況
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１. 感染症陽性者の発生状況

単位：人、１日当たり 2021年7月6日時点 陽性者数 死亡者数 資料：WHO COVID-19 Explorer

アメリカ

陽性者数（累計）：33,378,423人 死亡者数（累計）：600,296人

新
規
陽
性
者
数

死
亡
者
数

イギリス

陽性者数（累計）：4,903,438人 死亡者数（累計）：128,222人

死
亡
者
数

新
規
陽
性
者
数

①-2．主要国の発生状況

フランス

陽性者数（累計）：5,674,906人 死亡者数（累計）：110,233人

新
規
陽
性
者
数

死
亡
者
数

インド

陽性者数（累計）：30,585,229人死亡者数（累計）：402,728人

死
亡
者
数

新
規
陽
性
者
数

中国

陽性者数（累計）：118,896人 死亡者数（累計）：5,535人

新
規
陽
性
者
数

死
亡
者
数

韓国

陽性者数（累計）：160,795人 死亡者数（累計）：2,028人

死
亡
者
数

新
規
陽
性
者
数
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１. 感染症陽性者の発生状況

②-1.資料：厚生労働省「新型コロナウイルス感染症オープンデータ（陽性者数）」

〇 令和2（2020）年1月から令和3（2021）年6月の間で、4回にわたり大きな感染拡大が発生。

②-1．国内の発生状況

第１波
第２波

4/7 5/21

緊急事態
宣言

第３波
1/8 3/7

緊急事態
宣言 第４波

4/25 6/20

緊急事態
宣言

〇 八戸市では令和2（2020）年10月頃から継続的に陽性者が発生しており、全国的な第3波、第
4波の時期と同じくして、増加している状況。

②-2．八戸市の発生状況

②-2.資料：八戸市統計資料
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２. 感染症の影響 （１）日本経済への影響

5資料：内閣府「主要統計データ（四半期ＧＤＰ成長率）」

〇 令和2（2020）年4月から6月までの実質GDPは、伸び率が▲8.1％（年率換算28.6％）とな
り、年率換算の落ち込みは、リーマンショック後（▲17.9％）を超えて戦後最大。

〇 同年7月から9月までの実質GDPは、伸び率が5.3％（年率換算で22.9％）と大きく回復した
が、令和3（2021）1月から3月までで、再び伸び率が▲1.0％（年率換算9.6％）。

①．国内総生産（実質GDP）の伸び率

（リーマンショック）

（東日本大震災）

（新型コロナ）
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２. 感染症の影響 （１）日本経済への影響

資料：総務省「労働力調査」

資料：独立行政法人 労働政策研究・研修機構 主要労働統計指標

〇 感染症流行前に比べて完全失業率は、東北は0.5ポイント上昇、全国では令和2（2020）年10
月から12月までで0.8ポイント上昇したが、令和3（2021）年1月から3月までに若干減少。

②-1．完全失業率
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〇 全国の有効求人倍率は、令和元（2019）年は1.6で推移していたが、令和2（2020）年になっ
てからは減少し、10-12月には1.0まで減少。

②-2．有効求人倍率
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東北の完全失業率は、0.5ポイント上昇

1.6

1.6

1.6 1.6
1.5

1.2

1.1

1.0

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2019/1-3 2019/4-6 2019/7-9 2019/10-12 2020/1-3 2020/4-6 2020/7-9 2020/10-12

全国



7

２. 感染症の影響 （２）日本社会への影響

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

〇 令和2（2020）年の都道府県別の人口移動の状況は、大都市圏が転入超過となっている一方、
地方圏の多くが転出超過。

〇 青森県も転出超過となっており、1年間で4,606名の住民が他都道府県に移動。
〇 令和元（2019）年度と令和2（2020）年度を比較すると、東京都の転入超過数が大きく減少。

転
入
超
過

転
出
超
過

①2019, 青森県, ▲ 6,044

①2019, 埼玉県, 26,654

①2019, 千葉県, 9,538

①2019, 東京都, 82,982

①2019, 神奈川県, 29,609

②2020, 青森県, ▲ 4,606

②2020, 埼玉県, 24,271

②2020, 千葉県, 14,273

②2020, 東京都, 31,125

②2020, 神奈川県, 29,574

▲ 51,857
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①．都道府県別の人口移動の状況
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２. 感染症の影響 （２）日本社会への影響

〇 令和2（2020）年度の全国の出生数は、4月を除いた月で令和元（2019）年を下回る。
〇 出生率は、3月、4月、6月では令和元（2019）年を上回るものの、特に前年と比べて5,000人

以上少ない5月、12月で0.5～0.6ポイント減少。

資料：厚生労働省「人口動態統計月報（概数）」
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２. 感染症の影響 （２）日本社会への影響

〇 全国のテレワーク実施率は、令和元（2019）年の10.3％が、令和3（2021）年には30.8％とな
り増加しているものの、地域別に状況をみると、東京23区が53.5％と高い一方で、地方圏で
は21.9％と低い。

資料：内閣府「第3回 新型コロナウィルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

③．テレワークの実施率
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２. 感染症の影響 （２）日本社会への影響

〇 業種別にテレワーク実施率をみると、全ての業種において令和元年（2019）年と比較して令
和3（2021）年は増加。

〇 情報通信系は76.9％と高い一方で、医療・福祉、保育関係は1割程度と低い。

資料：内閣府「第3回 新型コロナウィルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

④．業種別テレワークの実施率
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２. 感染症の影響 （２）日本社会への影響

〇 地方移住への関心については、令和元（2019）年以降、徐々に関心が高まっており（強い関
心がある、関心がある、やや関心がある）、特に20歳代の東京23区在住においては令和3
（2021）年で48.2％と半数近くが関心がある。

資料：内閣府「第3回 新型コロナウィルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

⑤．地方移住への関心
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２. 感染症の影響 （２）日本社会への影響

〇 「転職なき移住」への関心は、東京圏の20歳代、30歳代で約3割が関心を示し（強い関心があ
る、関心がある、やや関心がある）、東京都23区においては4割以上となっており、都心エリ
アの若い世代の関心が高い状況。

資料：内閣府「第3回 新型コロナウィルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

⑥．「転職なき移住」への関心

転職なき移住：地方に移住し、地方に住みながら、テレワークで現在と同じ仕事を継続することとして質問
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２. 感染症の影響 （２）日本社会への影響

〇 二地域居住や多拠点居住への関心は、20歳代ですぐにでもしたい、関心があると回答する割
合が高い。

〇 東京都23区では、やや関心があるまで含めると30歳代では4割以上となり、半数近くとなる。

資料：内閣府「第3回 新型コロナウィルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

⑦．二地域居住や多拠点居住への関心

二地域居住や多拠点居住：地方の別荘やシェアハウスで定期的に暮らす（1年間の1ヵ月以上を地方で暮らす）こととして質問
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２. 感染症の影響 （２）日本社会への影響

〇 暮らしのデジタル化の進行は、約3割が良くなっている（良化、やや良化）と実感。
〇 地域のつながりや助け合いの広がりは、良くなっている（良化、やや良化）が1割以下の一方

で、悪くなっている（やや悪化、悪化）は3割に上る。
〇 職場・地域・行政等の変化も、悪くなっているが3割で良くなっている（2割以下）を上回る。

資料：内閣府「第3回 新型コロナウィルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

⑧．社会の変化等
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２. 感染症の影響 （３）地域経済への影響

資料：日本銀行青森支店「短観判断項目DI（時系列データ）」

〇 青森県の業況判断指数は、感染症の影響によって大きく落ち込み、平成17（2005）年以降、
リーマンショック時（2009年）に次いで悪い数値となっている。

（注）業況判断指数とは、日銀の全国企業短期経済観測調査で発表される景気の判断指数。日銀が全国の民間企業を対象に実施する標本調
査の回答結果（業況が「良い」「さほど良くない」「悪い」の結果）をもとに算出される。

（新型コロナ）

①．業況判断DI

全産業, 09/03, ▲ 37

全産業, 20/06, ▲ 21

製造業, 09/03, ▲ 48
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製造業, 20/12, ▲ 4
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（リーマンショック）
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２. 感染症の影響 （３）地域経済への影響

②-1．完全失業率

資料：青森県労働局公表資料

〇 八戸公共職業安定所管内の有効求人倍率は、令和2（2020）年4月以降、前年を大きく下回っ
て推移しているが、令和3（2021）年5月は、若干の状況が見られ回復。

②-2．有効求人倍率
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〇 感染症流行前に比べて完全失業率は、東北で0.5ポイント上昇、青森県では東北を上回り、
0.9ポイントの上昇となり、高い状況。
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２. 感染症の影響 （３）地域経済への影響

17

【2021年の売上が前年/前々比で２０％以上減少している市内事業所等の割合（業種別：4～6月期）】

資料：八戸商工会議所「新型コロナウイルス感染症に関する八戸商工会議所会員事業所調査」

〇 令和元年2019年比と2020年比を比較すると、建設業、卸売業では20％以上減少している市内
事業所事業所の割合が増加。

〇 一方で、その他の業種については、2019年から若干の回復が見られる。

③．売上が前年/前々年比で減少している市内事業者等の割合
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２. 感染症の影響 （４）地域社会への影響

〇 婚姻数は平成23（2011）年から2,300件前後を維持していたが、令和2（2020）年は1,954件
で2,000件を下回る。

〇 出生数は、平成23 （2011）年か徐々に減少傾向にあり、令和2（2020）年は1,379件。

①．婚姻数・出生数
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資料：八戸市統計情報
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２. 感染症の影響 （４）地域社会への影響

〇 八戸市の社会動態の月別推移をみると、令和2（2020）年2月3月の転出超過は、感染症流行
前の平成30（2018）年、令和元（2019）年の減少傾向が続き、さらに減少。

〇 4月から12月にかけては、感染症流行前には社会減の月も多いが、令和2（2020）年は概ねの
月で社会増。

②．人口動態（社会動態）
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資料：八戸市統計情報
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２. 感染症の影響 （４）地域社会への影響

資料：内閣府 V-RESAS

〇 本八戸駅周辺の滞在人口は、感染症流行前と比較して、令和2（2020）年の4月から9月ごろ
まで、県外からの滞在が大きくマイナスで推移し、以降、回復していたが、令和3（2021）
年の5月以降再びマイナスで推移。

③．本八戸駅周辺の滞在人口の動向_推定居住地ごとの2019年同週比の推移
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２. 感染症の影響 （４）地域社会への影響

〇 八戸市生活自立相談支援センターにおける新規相談件数は、令和2（2020）年はすべての月
において、令和元（2019）年の同月を上回り、多い状況。

④．市の相談窓口（八戸市生活自立相談支援センター）における新規相談件数

資料：八戸市資料（生活自立相談支援センター現況報告）

【対象となる相談内容】
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２. 感染症の影響 （４）地域社会への影響

〇 用途分類別の1か月間の支出をみると、令和元（2019）年と比較し、令和2（2020）年は交
通・通信費が約2倍、光熱・水道費は1.2倍に増加しており、ステイホームの影響と推察。

資料：総務省統計局「家計調査結果」

⑤．消費動向の変化
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【八戸市_二人以上の勤労世帯における1世帯当たり1か月間の支出（用途分類別）】



Ⅱ 国の動向の調査・分析



1
資料：内閣官房・内閣府「まち・ひと・しごと創生基本方針２０２１」(令和３年６月１８日閣議決定)

内閣府「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」(令和３年６月１８日閣議決定)

❶ デジタル化の進展

Society5.0に向けたデジタルトランスフォーメーション(ＤＸ)の推進

〇 今般の感染症によって、様々な分野でデジタル化の遅れなどの課題が一層浮き彫りに。

〇 全ての国民にデジタル化の恩恵が行き渡る社会を構築するために、デジタル庁を核とした
行政サービスの100％電子化の促進、民間のＤＸを促す基盤整備を加速する。



〇 感染症の拡大以降で人の流れに変化が生じ、特に若い世代で地方への関心が高まる。

❷ 新たな地方創生の展開と分散型国づくり

人の流れの創出や人材支援の取組

2

〇 テレワーク拡大やデジタル化などの変化を後押しして地方への大きな人の流れを生み出し、
東京一極集中を是正できるように新たな地方創生を展開し、分散型国づくりを進める。

資料：内閣官房・内閣府「まち・ひと・しごと創生基本方針２０２１」(令和３年６月１８日閣議決定)
内閣府「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」(令和３年６月１８日閣議決定)

分散型国づくり

地方への新たな
人の流れの促進

・地方移住、定着促進

・サテライトオフィス
の整備

活力ある中堅・
中小企業・小規
模事業者の創出

・規模拡大支援

・地域コミュニティの
持続的発展

賃上げを通じた
経済の底上げ

・賃上げしやすい環境
整備に一層取り組む

観光・インバ
ウンドの再生

・地域観光事業支援

・安心安全な旅行環境
整備

分散型国づくり
と個性を生かし
た 地 域 づ く り

・サプライチェーン再
編を契機とした内需
再構築

スポーツ・文化
芸 術 の 振 興

・すべての国民が気軽
にスポーツできる環
境の整備

スマートシティ
を軸にした多核
連 携 の 加 速

・2025年までに多様で
持続可能なスマート
シティを100地域構築

輸出をはじめと
した農林水産業
の 成 長 産 業 化

・マーケットイン、
マーケットメイクの
輸出戦略

▶ 取組の一例



〇 我が国は「2050年カーボンニュートラル※」を宣言し、その実現に向けた「地域脱炭素
ロードマップ」を令和３年６月に決定。 ※2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする

❸ 脱炭素化の推進

脱炭素社会と地方創生

〇 脱炭素化の取組を地方で推進することで、地域経済の活性化、地域課題の解決につなげる。

3
資料：内閣官房・内閣府「まち・ひと・しごと創生基本方針２０２１」(令和３年６月１８日閣議決定)

内閣府「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」(令和３年６月１８日閣議決定)
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〇 制度や分野、支援の支えて・受け手などの枠を越えて、地域住民や地域の主体が『我が事』
として『丸ごと』繋がり、住民ひとり一人の暮らしと生きがい、地域を共に作る社会。

資料：厚生労働省「社会福祉法の改正趣旨・改正概要」(令和２年７月１７日公表)
内閣官房・内閣府「まち・ひと・しごと創生基本方針２０２１」(令和３年６月１８日閣議決定)

❹ 地域共生社会の実現

共助・共生社会づくり

〇 市町村の地域住民の複雑化・複合化したニーズに対応する包括的支援体制の構築をより一層
推進するために、令和３年４月に重層的支援体制整備事業を創設。

▶ 地域共生社会の概略 ▶ 重層的支援体制整備事業の概略

〇Ⅰ～Ⅲの事業の一体的な実施を支援

Ⅲ 地域づくりに向けた支援

属性や世代を越えて交流できる場や居場所の

確保、他分野のプラットフォーム形成など

〇新たな事業を実施する市町村に対して、
相談・地域づくり関連事業に係る補助等
の交付金を交付する

〇新たな事業は実施する市町村の手あげに
よる任意事業

Ⅰ 相談支援

属性や世代を問わない相談の受け止め、

他機関の協働をコーディネート

Ⅱ 参加支援

既存の取組では対応できないニーズにも対応

(就労支援、見守り等住居支援等)


